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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第60期は１株当たり四半期（当期）純損

失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第60期

第３四半期連結
累計期間 

第61期
第３四半期連結

累計期間 

第60期
第３四半期連結

会計期間 

第61期 
第３四半期連結 

会計期間 
第60期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（千円）  1,444,247  1,723,198  484,190  647,373  1,982,825

経常利益又は経常損失（△）（千

円） 
 △924,750  83,359  △132,918  35,348  △938,544

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△） 

（千円） 

 △1,637,726  634,900  △114,631  184,002  △1,689,987

純資産額（千円） － －  1,322,730  2,121,162  1,385,745

総資産額（千円） － －  4,435,217  4,644,424  4,430,985

１株当たり純資産額（円） － －  7.66  8.43  6.37

１株当たり四半期純利益又は四半

期（当期）純損失金額（△）

（円） 

 △9.46  2.73  △0.66  0.74  △9.41

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  1.99  －  0.65  －

自己資本比率（％） － －  30.20  45.61  31.20

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △90,783  178,842

  

－ 

  

－ 
 △113,418

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △3,098  33,768 － －  11,837

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △150,940  △131,020 － －  △94,885

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  128,234  258,181  176,590

従業員数（人） － －  40  43  41
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1）連結会社の状況 

（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員、季節工を含む。）は当第3

四半期会計期間の平均人員を（）外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 43  （2） 

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 5   
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(1）商品仕入実績 

当第３四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 

当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 当第3四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生はありません。また、平成22年3月期第2四半期

連結会計期間より「継続企業の前提に関する注記」の記載を解消いたしました。 それ以外に前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

前年同四半期比(%)

自動車販売事業（千円）  475,143  146.4

合計（千円）  475,143  146.4

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

  
前年同四半期比(%) 

  

不動産利用事業（千円）  78,114  97.0

自動車販売事業（千円）  569,259  141.9

合計（千円）   647,373  133.7

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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 当四半期末現在における財政状態及び経営成績等に関する分析は以下のとおりであります。なお、文中における将

来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したものであり

ます。 

（1）業績の状況 

  当第3四半期連結会計期間におけるわが国経済は、景気悪化に底打ちの兆しがみられると言われるものの、引き続

き企業業績や雇用情勢の低迷が継続しており、依然として先行きに不透明感のある状況が続いております。 

 このような状況の中、当社グループでは、不動産利用事業における安定的な賃貸収入の維持拡大と自動車販売事業

の一層の体質強化を図ることによる売上高の拡大および収益増大を図ってまいりました。同時に、当社グループ全体

で販売費及び一般管理費の約18％削減（当社単体では約45％削減）の達成を目標として努力してまいりましたが、当

第3四半期連結会計期間におきましては、人件費の削減をはじめとする販売管理費などの経費の圧縮等、可能な限り

の徹底的なコスト削減努力をおこなうことにより、販売費及び一般管理費を前年同期比で33.1％削減（当社単体では

66.9％削減）することができました。このように当第3四半期連結会計期間においても引続き経営の効率化および合

理化を図り、事業効率と収益体質の強化に努めてまいりました。（通期での販売費及び一般管理費の削減目標につき

ましても、現状の進捗率を鑑みますと達成が可能と考えております。） 

 これらの結果、当社グループにおきましては、当第3四半期連結会計期間の売上高 百万円（前年同期比

133.7％）と増収となりました。さらに収益面では、営業利益 百万円（前年同期営業損失 百万円）、経常利益

百万円（前年同期経常損失 百万円）、当第3四半期連結会計期間の純利益 百万円（前年同期純損失 百万円）

となり、当社グループの業績は増収増益と期初計画以上に順調に推移いたしております。 

［セグメントの概況] 

（不動産利用事業） 

 賃貸建物や駐車場等の修繕などによる美観や機能の維持・強化に配慮しテナントからの安定収入に努めました結

果、売上高は78百万円（前年同期比94.1％）、営業利益は54百万円（前年同期比97.0％）とほぼ堅調に推移いたし

ました。 

（自動車販売事業） 

 世界的な環境問題への関心の高まりや「環境対応車普及促進税制」（通称：エコカー減税）及びエコカーへの補

助金制度等による自動車需要トレンドの変化に合わせた事業展開を積極的に行いながら、新車販売店としての販売

体質の強化及びサービス部門の拡充に取り組んでまいりました。その結果、売上高は569百万円（前年同期比

141.9％）となり、営業利益は8百万円（前年同期営業利益3百万円）となりました。 

（鋳・鍛造品製造事業） 

 当社は、連結子会社フジキャスティング株式会社におきまして、平成22年3月期第1四半期連結会計期間までベト

ナムでの鋳・鍛造品事業を進めておりましたが、平成21年7月に同社を売却して鋳・鍛造品製造事業からの撤退を

致しました。平成22年3月期第2四半期連結会計期間より同社は連結の範囲から除外されております。  

（2）キャッシュフローの状況 

 当第3四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前第3四半期連結会計期間末に比べ129百万円増加

し258百万円となりました。当第3四半期連結会計期間における各キャッシュフローの状況とそれらの要因は次のと

おりです。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動によって獲得した資金は、115百万円となり、前年同期と比べ152百万円増加しました。主な増加要因と

して仕入債務の増減額が26百万円（前年同期△14百万円）、その他資産負債の増減額が7百万円（前年同期△22百

万円）となったことによるものであります。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動によって獲得した資金は、13百万円となり、前年同期と比べ40百万円減少しました。これは主に貸付金

の回収による収入10百万円（前年同期△37百万円）によるものであります。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動によって使用した資金は、96百万円となり、前年同期と比べ19百万円増加しました。これは主に借入

金・社債の純減少額が105百万円（前年同期70百万円）となったことによるものであります。 

   

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

（4）研究開発活動 

該当事項はありません。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

647

34 27 35

132 184 114
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（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

 今後の事業展開につきましては、引続き既存事業である不動産利用事業ならびに自動車販売事業それぞれの事

業におけるより一層の発展拡充を図り、収益増大を目指してまいります。また現在、徹底的なコスト削減努力の

一環として、当社グループの販売費及び一般管理費の約18％削減（当社単体では約45％削減）の達成を目標と

し、経営の効率化および合理化を図り、事業効率と収益体質の強化に努めてまいりました。その結果、利益の出

やすい収益構造へ転換することができ収益改善がすすみました。今後もこれに甘んじず、クオリティーを下げる

ことなく更なる固定費等の削減に努め、より一層の効率のよい収益構造を構築するよう努力いたします。（当社

グループ第3四半期連結会計期間におきましては、人件費の削減をはじめとする販売管理費などの経費の圧縮

等、可能な限りの徹底的なコスト削減努力をおこなうことにより、販売費及び一般管理費を前年同期比で33.1％

削減（当社単体では66.9％削減）することができました。） 

 不動産利用事業におきましては、地域住民に愛され、親しまれる生活密着型の店舗作りや地域社会のニーズに

合致したテナント誘致を推進いたしますと共に、こうした経営資源の利用効率の見直しも検討しております。具

体的な施策としましては、第一段階として埼玉県本庄市の弊社ショッピングセンターの再開発を検討いたしてお

ります。 

 自動車販売事業におきましては、世界的な環境問題への関心の高まりや政府による「環境対応車普及促進税

制」（通称：エコカー減税）及びエコカーへの補助金制度等による自動車需要のトレンド変化に対応した事業展

開を引続き積極的に行います。平成22年2月には初のスポーツタイプハイブリッド車「ＣＲ-Z」が投入される予

定となり現在販売している車種を含め幅広い年齢層への品揃え可能となり、今後も収益の拡大を見込んでおりま

す。また、お客様のニーズに的確に対応したアフターサービスの充実化、保険収益などの付帯利益拡大化、法人

営業部門の販売網の構築・強化につとめ、競争力を高めてまいります。中期的な経営戦略の一環としての電気自

動車をはじめとする環境対応型次世代モータービークルの開発・販売等につきましては、市場の展開に不確実な

要素の多い中において、将来の市場性や動向を探る体制を構築しつつ、リスクの低い参入方法の検討をしており

ます。 

 こうした取り組みにより、経営環境の変化に迅速且つ的確に対応できる経営体制の構築を推進することによ

り、さらなる経営効率の向上を図り収益力強化を図っていく所存であります。 

また当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置付けておりますが、前期の配当

につきましては、誠に遺憾ながら、無配とさせていただきました。今後の利益配分の基本方針といたしまして

は、引き続き当グループの経営環境及び収益状況を総合的に勘案し、企業競争力強化と業容拡大の為に内部留保

金を拡充させていくとともに、中期的な観点に立って株主の皆様への安定的な利益還元を行うことを基本方針と

位置付け、復配の実現を目標に、来期以降の出来るだけ早期に株主の皆様のご支援にお応えしたいと考えており

ます。 
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(1）主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末における重要な設備の新設、除却等の計画につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年2月1日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

  

株式会社バナーズ第2回新株予約権 

該当事項はありません。 

（注）1.新株予約権の行使による増加であります。 

   2.平成22年1月1日から平成22年2月12日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が14,000千株、資

本金及び資本準備金がそれぞれ21百万円増加しております。  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  445,000,000

計  445,000,000

種類 
第３四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成21年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年2月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  252,721,725  261,721,725
東京証券取引所 

（市場第二部） 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。 

計  252,721,725  261,721,725 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  第3四半期会計期間末現在 

  （平成21年12月31日） 

新株予約権の数（個）  152

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,000,000株（新株予約権1個あたり） 

新株予約権の行使時の払込金額(円） 3（株式1株あたり） 

新株予約権の行使期間 
自 平成21年1月20日 

至 平成24年1月19日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 発行価格  3 

株式の発行価格及び資本組入額(円） 資本組入額 1.5 

新株予約権の行使の条件 一部行使不可 

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する 

代用払込に関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年10月１日～

平成21年12月31日 
 10,000,000  252,721,725  15,100  77,850  15,100  52,850
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 当第3四半期会計期間において、平成21年9月30日現在の大株主が財務局に提出した大量保有報告書の概要等

は下記のようになっております。なお、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数

の確認はできません。（なお、当該大量保有報告書に記載された「保有株券等の数」「提出者の株券等保有割

合（％）」は提出者の保有潜在株式の数を含む数値であります。）  

  

（５）【大株主の状況】

報告義務発生日 氏名又は名称 保有株券等の数 提出者の株券等保有割合（％） 

平成21年10月23日 株式会社エコ情報サービス 106,128,900 31.90
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①【発行済株式】 

 当第３四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成21年9月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。  

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は東京証券取引所（市場第二部）におけるものです。 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

（６）【議決権の状況】

  （平成21年12月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式1,533,900   － 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式241,140,500  2,411,405 同上 

単元未満株式 普通株式  47,325  － － 

発行済株式総数  242,721,725 － － 

総株主の議決権 －  2,411,405 － 

  （平成21年12月31日現在）

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社バナーズ 
埼玉県熊谷市石原

一丁目102番地 
 1,533,900 －   1,533,900  0.63

計 －  1,533,900 －   1,533,900  0.63

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  5  4  7  6  12  10  16  39  23

最低（円）  2  2  3  4  5  7  8  19  17

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新東京監査法人

による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 284,445 201,190

受取手形及び売掛金 43,502 59,581

商品及び製品 80,487 66,873

原材料及び貯蔵品 231 185

前払費用 18,271 7,536

短期貸付金 － 17,500

繰延税金資産 12,035 12,251

その他 7,304 45,862

貸倒引当金 △1,194 △1,194

流動資産合計 445,084 409,787

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,037,896 3,037,688

減価償却累計額 △2,160,498 △2,113,394

建物及び構築物（純額） 877,398 924,294

機械装置及び運搬具 68,906 54,781

減価償却累計額 △31,482 △25,867

機械装置及び運搬具（純額） 37,423 28,913

工具、器具及び備品 19,018 19,226

減価償却累計額 △17,303 △16,829

工具、器具及び備品（純額） 1,715 2,397

土地 2,947,603 2,947,603

有形固定資産合計 3,864,139 3,903,209

無形固定資産   

その他 1,844 1,965

無形固定資産合計 1,844 1,965

投資その他の資産   

投資有価証券 101,650 101,650

長期貸付金 759,854 621,685

その他 24,295 41,515

貸倒引当金 △552,444 △648,828

投資その他の資産合計 333,355 116,023

固定資産合計 4,199,339 4,021,197

資産合計 4,644,424 4,430,985
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 201,197 150,417

短期借入金 175,000 565,000

1年内返済予定の長期借入金 20,880 34,700

1年内償還予定の社債 80,000 80,000

1年内返還予定の預り保証金 43,679 43,679

未払費用 5,781 14,054

未払金 75,360 46,479

未払法人税等 1,237 11,735

未払消費税等 11,558 9,838

賞与引当金 3,116 7,873

前受金 47,412 49,886

その他 23,886 9,662

流動負債合計 689,110 1,023,326

固定負債   

社債 40,000 100,000

長期借入金 30,820 46,480

長期未払金 167,562 199,908

繰延税金負債 9,398 9,782

退職給付引当金 21,515 47,146

役員退職慰労引当金 4,964 25,945

長期預り保証金 593,200 625,960

再評価に係る繰延税金負債 966,690 966,690

固定負債合計 1,834,150 2,021,912

負債合計 2,523,261 3,045,239

純資産の部   

株主資本   

資本金 77,850 5,249,051

資本剰余金 321,556 4,777,270

利益剰余金 358,165 △10,009,350

自己株式 △30,540 △26,056

株主資本合計 727,031 △9,085

評価・換算差額等   

土地再評価差額金 1,391,091 1,391,091

評価・換算差額等合計 1,391,091 1,391,091

新株予約権 3,040 3,740

純資産合計 2,121,162 1,385,745

負債純資産合計 4,644,424 4,430,985
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 1,444,247 1,723,198

売上原価 1,056,701 1,310,259

売上総利益 387,546 412,939

販売費及び一般管理費 ※1  463,860 ※2  329,187

営業利益又は営業損失（△） △76,314 83,752

営業外収益   

受取利息 22,643 13,811

受取配当金 3,688 52

有価証券評価益 261,361 －

その他 2,706 2,529

営業外収益合計 290,399 16,393

営業外費用   

支払利息 22,618 15,891

有価証券売却損 673,293 －

持分法による投資損失 417,688 －

株式交付費 24,925 862

その他 310 33

営業外費用合計 1,138,835 16,786

経常利益又は経常損失（△） △924,750 83,359

特別利益   

役員退職慰労引当金戻入額 － 20,980

関係会社株式売却益 － 1,045,337

その他 － 5,142

特別利益合計 － 1,071,460

特別損失   

貸倒引当金繰入額 609,547 518,850

貸倒損失 125,080 －

特別損失合計 734,627 518,850

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,659,377 635,969

法人税、住民税及び事業税 1,503 1,237

法人税等調整額 △2,527 △168

法人税等合計 △1,024 1,068

少数株主損失（△） △20,627 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,637,726 634,900
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 484,190 647,373

売上原価 349,591 504,899

売上総利益 134,598 142,474

販売費及び一般管理費 ※3  161,621 ※4  108,121

営業利益又は営業損失（△） △27,022 34,353

営業外収益   

受取利息 7,169 3,674

有価証券評価益 427,822 －

その他 2,029 328

営業外収益合計 437,021 4,003

営業外費用   

支払利息 4,748 2,511

有価証券売却損 522,061 －

持分法による投資損失 15,991 －

株式交付費 104 490

その他 10 5

営業外費用合計 542,916 3,008

経常利益又は経常損失（△） △132,918 35,348

特別利益   

貸倒引当金戻入額 19,166 140,000

その他 － 12,404

特別利益合計 19,166 152,404

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△113,751 187,753

法人税、住民税及び事業税 412 412

法人税等調整額 1,026 3,338

法人税等合計 1,439 3,751

少数株主損失（△） △559 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △114,631 184,002
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△1,659,377 635,969

減価償却費 68,611 63,888

持分法による投資損益（△は益） 417,688 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,168 △25,631

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 21,784 △20,980

貸倒引当金の増減額（△は減少） 609,547 518,886

貸倒損失 125,080 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,589 △167

受取利息及び受取配当金 △26,331 △13,864

支払利息 22,618 15,891

株式交付費 24,925 862

有価証券売却損益（△は益） 673,293 －

有価証券評価損益（△は益） △261,361 －

関係会社株式売却損益（△は益） － △1,045,337

売上債権の増減額（△は増加） 42,642 16,079

たな卸資産の増減額（△は増加） 16,248 △38,125

仕入債務の増減額（△は減少） △85,815 50,779

未払消費税等の増減額（△は減少） 25,119 1,720

その他の資産・負債の増減額 △108,951 20,775

小計 △96,699 180,745

利息及び配当金の受取額 23,587 15,929

利息の支払額 △10,739 △7,922

法人税等の支払額 △1,919 △1,650

その他の支出 △5,012 △8,258

営業活動によるキャッシュ・フロー △90,783 178,842

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △25,600 △1,664

定期預金の払戻による収入 9,500 －

有形固定資産の取得による支出 △2,071 －

有価証券の純増減額(△は増加) 30,512 －

投資有価証券の取得による支出 △50 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

－ ※7  8,432

貸付けによる支出 △40,948 －

貸付金の回収による収入 9,100 11,000

その他 16,459 16,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,098 33,768
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 22,000 61,000

短期借入金の返済による支出 △156,680 △164,917

長期借入れによる収入 20,000 －

長期借入金の返済による支出 △70,026 △45,480

社債の償還による支出 △60,000 △60,000

割賦債務の返済による支出 △21,276 △21,276

株式の発行による収入 115,042 104,137

自己株式の取得による支出 △1 △4,483

財務活動によるキャッシュ・フロー △150,940 △131,020

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △244,822 81,591

現金及び現金同等物の期首残高 373,056 176,590

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※5  128,234 ※6  258,181
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   当第3四半期連結会計期間（自 平成21年10月1日 至 平成21年12月31日） 

    該当事項はありません。  

  

  

  

【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第3四半期連結累計期間
（自 平成21年4月１日 
至 平成21年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項の

変更 

(1) 連結の範囲の変更 

 フジキャスティング株式会社の全所有株式を売却したため、第2四半期期首をみ

なし売却日として同社を連結の範囲から除外しております。 

(2) 変更後の連結子会社の数 

1社  

２．持分法の適用に関する事項

の変更 

(1) 持分法適用会社の変更 

 フジキャスティング株式会社を連結の範囲から除外したことに伴い、同社の関連

会社であるＢＭシンドウ株式会社は、第2四半期連結会計期間より持分法の適用か

ら除外しております。 

(2) 変更後の持分法適用会社の数 

1社  
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   当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

   該当事項はありません。 

        該当事項はありません。 

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著し

い変化がないと認められるため、前連結会計年度末の一般債権の貸倒実績率等を使用して

貸倒見積高を算定しております。 

２．たな卸資産の評価方法  当第３四半期連結会計期間末においては、実地たな卸を省略し、第2四半期連結会計期間

末における実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。 

 また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ

正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

３．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分

して算定する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

販売費及び一般管理費 金額（千円）

給与  110,278

株式取扱手数料  75,605

合計  185,884

※2 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 金額（千円）

給与  111,314

退職給付費用  1,967

貸倒引当金繰入額  4,625

合計  117,907

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

※3 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

販売費及び一般管理費 金額（千円）

給与  37,567

株式取扱手数料  25,581

合計  63,149

※4 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

販売費及び一般管理費 金額（千円）

給与  39,139

合計  39,139
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式    252,721,725株 

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式      1,533,923株 

３．新株予約権等に関する事項 

株式会社バナーズ第2回新株予約権 

 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

 新株予約権の目的となる株式の数  152,000,000株 

 新株予約権の四半期連結会計期間末残高 3,040千円 

  

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

５．株主資本の金額の著しい変動 

 当社は、平成21年6月26日開催の第60回定時株主総会で、資本金の額及び資本準備金の額の減少並びに剰

余金の処分に関する議案が承認決議され、平成21年6月27日に効力が発生いたしました。これにより、資本

金が5,224百万円、資本剰余金が4,508百万円減少し、利益剰余金が9,733百万円増加しました。 

 また、新株予約権の行使による新株式の発行により、資本金及び資本剰余金が各52百万円増加しており

ます。  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※5 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※6 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年12月31日現在）

  

  （千円）

現金及び預金勘定  152,034

預入期間が３ヶ月超の定期預金  23,800

現金及び現金同等物  128,234

（平成21年12月31日現在）

  
  
※7 第2四半期連結累計期間に株式の売却によりフジキャ

スティング株式会社が連結子会社でなくなったことに伴う

売却時の資産及び負債の内訳並びにフジキャスティング株

式会社の売却価額と売却による収入（純額）は次のとおり

であります。 

  （千円）

現金及び預金勘定  284,445

預入期間が３ヶ月超の定期預金  26,264

現金及び現金同等物  258,181

      

流 動 資 産 19,150千円 

流 動 負 債 △1,055,487  

株 式 売 却 益 1,045,337  

フジキャスティング㈱の売却価格 9,000  

フジキャスティング㈱の現金及び

現 金 同 等 物
△567  

差 引 ： 売 却 に よ る 支 出 8,432  

（株主資本等関係）
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 （注）１．事業区分の方法 
事業は、売上集計区分によっております。 

２．各事業部の主要な製品 
(1）不動産利用事業      土地、建物、駐車場の賃貸 
(2）自動車販売事業      ホンダ車の販売及び整備、保険販売 
(3）鋳・鍛造品製造事業    鋳造品・鍛造品の開発、製造（加工・組立を含む）及び販売 

 なお、子会社フジキャスティング株式会社の全所有株式を売却し、平成22年3月期第2四半期連結会計期間より同社を連結の範囲か

ら除外いたしました。そのため、平成22年3月期第2四半期連結会計期間から鋳・鍛造品製造事業がなくなりました。 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

  
不動産利用 
事   業 
（千円） 

自動車販売
事   業  
（千円） 

鋳・鍛造品製造
事     業 

（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
 83,033  401,156  －  484,190  －  484,190

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 5,307  －  －  5,307  (5,307)  －

計  88,341  401,156  －  489,497  (5,307)  484,190

営業利益又は営業損失(△)  55,727  3,340  △2,156  56,911  (83,934)  △27,022

  当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  
不動産利用 
事   業 
（千円） 

自動車販売
事   業  
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売

上高 
 78,114  569,259  647,373  －  647,373

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 5,671  －  5,671 (5,671)  －

計  83,785  569,259  653,045 (5,671)  647,373

営業利益又は営業損失(△)  54,029  8,429  62,458 (28,105)  34,353

  前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  
不動産利用 
事   業 
（千円） 

自動車販売
事   業  
（千円） 

鋳・鍛造品製造
事     業 

（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
 250,166  1,194,080  －  1,444,247  －  1,444,247

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 15,921  －  －  15,921  (15,921)  －

計  266,088  1,194,080  －  1,460,168  (15,921)  1,444,247

営業利益又は営業損失(△)  165,323  718  △4,923  161,117  (237,431)  △76,314

  当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

  
不動産利用 
事   業 
（千円） 

自動車販売
事   業  
（千円） 

鋳・鍛造品製造
事     業 

（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
 241,192  1,482,006  －  1,723,198  －  1,723,198

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 16,650  －  －  16,650  (16,650)  －

計  257,842  1,482,006  －  1,739,848  (16,650)  1,723,198

営業利益又は営業損失(△)  169,111  11,846  △6,904  174,052  (90,300)  83,752
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前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日

至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日

至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

記載すべき事項はありません。 

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日） 

記載すべき事項はありません。 

該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純損失金額（△）又は１株当たり四半期利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 8.43円 １株当たり純資産額 6.37円

前第3四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第3四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △9.46円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 2.74円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額 
1.99円

  
前第3四半期連結累計期間
（自 平成20年4月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第3四半期連結累計期間
（自 平成21年4月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益（損失）金額     

四半期純利益（損失）（千円）  △1,637,726  634,900

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（損失）（千円）  △1,637,726  634,900

期中平均株式数（千株）  173,120  231,965

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 
    

四半期純利益調整額（千円）  －  －

（うち支払利息（税額相当額控除後））  －  －

（うち事務手数料（税額相当額控除後））  －  －

普通株式増加数（千株）  －  86,563

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 －  －
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（注） １株当たり四半期純損失金額（△）又は１株当たり四半期利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前第3四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第3四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △0.66円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 0.74円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額 
0.65円

  
前第3四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第3四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益（損失）金額            

四半期純利益（損失）（千円）  △114,631  184,002

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（損失）（千円）  △114,631  184,002

期中平均株式数（千株）  174,675  247,854

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 
    

四半期純利益調整額（千円）  －  －

（うち支払利息（税額相当額控除後））  －  －

（うち事務手数料（税額相当額控除後））  －  －

普通株式増加数（千株）  －  33,094

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 －  －
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     記載すべき事項はありません。 

  

  

記載すべき事項はありません。 

該当事項はありません。 

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月12日

株式会社バナーズ 

取締役会 御中 

新東京監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 黒須 靜夫  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 鍋嶋 幹夫  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社バナー

ズの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成

20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社バナーズ及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 
  

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は第３四半期連結累計期間で大幅な四半期純損失を計上

しており、また、マイナスの営業キャッシュ・フローを計上していることから、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在している。当該状況に対する経営者の対応等は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映していない。 

２．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は当第１四半期連結

会計期間より、従来、支出時の費用としてきた役員退職慰労金について期末要支給額を役員退職慰労引当金として計

上する方法に変更している。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成21年１月19日に第三者割当による増資並びに新株予約権の発

行を行った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年2月10日

株式会社バナーズ 

取締役会 御中 

新東京監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 黒須 靜夫  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 鍋嶋 幹夫  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社バナー

ズの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社バナーズ及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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